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物価高が止まらない 搾取強化で実質賃金は下がり続ける

2022年日比谷メーデー

実質賃金またまた下がり続ける
厚生労働省が9月6日発表した7月の毎月勤労

統計調査。一人あたりの賃金は物価変動を考
慮した実質で前年同月比1.3%減少した。マイ
ナスは4カ月連続になった。エネルギーや食品
の価格高騰に賃上げ幅は低く抑えられ、貧困
の勢いは止まらない。

景気の好循環は大企業だけ
企業の搾取強化がより進んでいる。その表

れは、内部留保で証明される。「21年度の企業
の内部留保500兆円！10年連続で過去最高を更
新」が9月1日付のニュースで踊った。2021年
度の企業の内部留保が、500兆円を超えた。コ
ロナ禍で落ち込んだ経済活動の中でも、企業
の搾取は続き、この10年でみた内部留保の増
加率は約8割にのぼる。一方、設備投資や人件
費の増加は鈍く、「景気の好循環」など、どこ
吹く風で労働者階級には何も帰ってこない。
財務省が9月1日発表した法人企業統計による
と、企業の内部留保は前年度比6・6%増の516
兆4750億円で、17年度以来の伸び率だった。1
0年連続で過去最高を更新し、11年度からの増
加率は約8割にのぼり、大企業だけが、一人勝
ちで内部留保が積み上げている。
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労働者の賃金は押さえつけられ 貧困・格差が広がる
資本は、内部留保を利益の蓄積と認めない、あくまでも今後の「経営費用」だとウソを続ける。

内部留保は、どこから見ても労働者の搾取によって得た利益だ。それだけ、労働者の総額人件費は
下がり続けている。 例えば、10 年以上前の一般的管理職は、月額 50 万円だった。しかし、現在
の多くが 40万円以下に押さえつけられている。相対的に労働者
の賃金が下がっている。そこには、春闘時の賃上げにある。今
や大幅賃上げどころか、一部大企業を除いて定昇割れ、月例賃
金の確保が精一杯になっている。物価高に追いつかず実質賃金
が 1998 年以降下がり続けている。G7 で実質賃金が上がらない
のは日本だけ。まして非正規雇用は残酷だ。

過去最大の水準を 見据えた議論の期待があった
現在、全国平均で時給930円となっている最低賃金の、今年度の引き上げについて、労使の代表な
どによる厚生労働省の審議会は、議論が続き8月1日に目安がまとまり、全国でも8月中に決着をした。
これまでの議論では、労働者側の「物価上昇を踏まえた水準を主張」。企業側は、「原材料費の高騰な
どで大幅な引き上げは難しい」という対立だった。このため、労使双方に影響を及ぼしている物価上
昇をどう評価し、どの程度の引き上げとするのかが焦点となった。 最低賃金の引き上げ額は最近、
20円台の決着が続くが、資本とマスコミは「大幅引き上げ」と表現するなど、事実に反して大幅でも
何でもない。私たちが目指しているのは、真の大幅引き上げ1500円だ。政府の「時給1000円の早期達
成」言い回しは茶番に過ぎない。それでも、地域最低賃金の決着は、春闘を超えている。これまで、
春闘が労働者の賃金引き上げの牽引だったが、皮肉にも最賃闘争が賃金底上げの原動力になってい
る。決して好ましいわけではない。春闘こそ賃金引き上げの原動力にしないといけない。


